
 

船橋市行政資料室における行政資料の配架基準 

 （趣旨） 

第１条 この基準は、船橋市行政資料室管理規程（昭和５８年船橋市訓令第１２号。以下

「訓令」という。）第９条の規定に基づき、訓令第２条に規定する行政資料の配架基準に

関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （国、都道府県及び市町村以外のものが作成した行政資料に係る配架基準） 

第２条 国、都道府県及び市町村以外のものが作成したもののうち、行政資料室に配架す

る行政資料として本市が意図的に取得したもの以外のものに関しては、次に掲げるもの

を配架するものとする。 

⑴ 独立行政法人、地方独立行政法人、船橋市情報公開条例施行規則(平成１４年船橋市

規則第５０号)別表に定める出資等法人その他の公共的性格を有する団体が作成した

もの 

⑵ 電気、ガス、水道、鉄道その他の生活関連又は産業基盤の社会資本に係る者が作成

したもの 

⑶ 市の指定金融機関、収納代理金融機関その他の市が行う事務事業に密接な関係を有

するものが作成したもの 

⑷ その他行政資料室を主管する課長が行政資料室に配架する必要があると認めるもの 

  附 則 

（施行期日） 

１ この基準は、平成２６年５月１４日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この基準は、この基準の施行の日以後に取得する行政資料について適用する。 

 


